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書評
高柳龍芳著「決算監査士制度」
河合秀敏
1. ドイツ監査研究の意義
昭和63年5月に千倉書房から出版された「決算監査士制度」は，その著者
である高柳教授が， ドイツ監査論の基本課題に取り組みはじめてこのかた30
年の永きにわたって地道に研究を継続し，そこから得られた成果を集大成さ
れたものである。文献研究のかたわらドイツヘの留学も終えており，つぶさ
に現地の監査事情を感知する機会を得ている。
高柳教授は，神戸大学大学院経営学研究科に在学してからドイツ監査の研
究に関心を持つようになったと聞くが，そのきっかけは，当事師事したのが
久保田音二郎教授であったことが影響していたと考えられる。昭和14年，久
保田教授は千倉書房から「強制監査」というドイツ監査研究書を上梓されて
いる。
著者の「まえがき」に記されているように，近年，西ドイツの会計並びに
監査の実務領域は， EC第4号指令等の影響から大きく変革を迫られてい
る。監査理論面の課題も多くみられるなかで，本書は，特に， 1980年代初期
までに現れたドイツの研究者の見解の中から，ふさわしいものをひろいあげ
て理論展開を試みている。昭和42年に同じ出版社から「監査報告書論」とい
うクイトルでもってドイツ監査研究の成果を発表しているために，この書物
に手を加え，このたぴの「決算監査士制度」の書としたという。
論稿に新しく追加された部分には，序章監査の課題と展開，第13章決
算監査士と監査役，第14章会計監査士の社会的責任，補章監査の概念，
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がある。
わが国ではドイツ監査を研究している学者の数が少ないこともあってこの
面の研究成果が学会や実務界に与える貢献度には高いものがあると思われ
る。わが国の現行商法が制定された背景にはドイツ法の存在があり，監査役
監査，商法特例法による会計監査人監査等も間接的とはいえ， ドイツ監査制
度とのかかわりが深いものと見られていることから，本書によって展開され
たドイツ監査の生成と発展過程で遭遇した理論課題の解明の成果は，示唆に
富むものであり，その意味から，わが国にとっても社会に神益するところが
大きいものと信ずる。
紙面の制約のなかで，ここでは，西ドイツの決算監査制度の特徴とみられ
る点を浮き彫りにしながら，決算監査士制度の確立の要因分析，機密監査報
告書，公示監査報告書，そして，決算監査士の属性の4点にしぼって論評す
ることにする。
2. 決算監査士制度の確立の要因分析
(1) 研究の手法について
高柳教授は，西ドイツにおける法定監査の中で最も代表的な形態として株
式法による会計監査士又は会計監査会社による決算監査であるとみて，これ
こそがドイツの法定監査制度の典型であるとする。とりわけ，株式会社は営
業年度終了に際し，決算監査士によって会計監査をうけなければならない。
このような強制監査制度を研究課題の核心としてとらえ，監査の終了に伴う
監査報告書に関し，機密監査報告書と公示監査報告書といった監査二元論的
構造を解明することに努め，二元的性格を備えた二つの監査報告書の本質を
多面的に論究したのが本書の全体的特徴といえるであろう。
決算監査を担当する監査人に自由職業家である会計監査士を起用するに至
る背景をつぶさに論究することによってドイツ社会での監査要請の根源を探
るのには，史的考察を余儀なくされる。したがって，アドラー・デューリン
グ・シュマルツを筆頭に多くの研究者からなるドイツ文献を資料として用い
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ながら，それらを紹介すると同時に筆者みずからの説をあざやかなまでに展
開している点を特徴の一つとしてあげなければならない。いうまでもなく，
この種の歴史的研究において成果をあげるためには，かなりの時間と労力を
費やさなければならず，資料収集のみならず，解読とそれに伴う評価過程に
高度の判断能力を要する。
(2) 制度確立の要因分析
詳細な史実の記述はここでは省略するとしても，決算監査士制度がどのよ
うな過程を経て確立したか，を要約するのが順序かと考えられるので，この
点から触れてみよう。
高柳教授によると， ドイツ監査を三つの発展段階に区分する。第1期を
「ドイツ会計監査濫嶋期」，第2期を「確立期」，第3期を「成立期」とした
（第9章参照）。
ドイツの監査は公共財政に関する監査として18世紀にスクートしたといわ
れ，その後，企業の成長につれて，企業指揮者のもとで行われた内部監査へ
の進展をみてから外部監査の展開をみるといった過程を経てきた。レフソン
の主張にしたがった論述ではあるが変革要因が克明に整理されている。株式
会社の監査は， 1870年株式法で監査役が法のもとに誕生した。 1870年代には
泡沫会社が氾濫をきわめ，破産を通じて帳薄監査士職業団休の活動が活発化
し，会社の年度決算書の公開が慣習化しはじめたという。 1897年の商法にお
いて監査役の権利と義務とがさらに明確にされてきている（序章，第7章，
第9章，参照）。
また，この時代には監査役に会計監査の能力に欠けることが多く，そのた
め，独立の専門監査士が監査役の下請の役割を果たしていたという。それが
20世紀のはじめには，監査役の監査報告書とともに帳締監査士の公示監査報
告書をも，年度決算書に付して公開する慣習ができてきた。この辺たりは，
カロリーの説に従った論述であるが，株式法導入前に，すでに，自由意思に
基づく貸借対照表監査のための統一した文言が帳簿監査士協会から公表され
ている。「貸借対照表・損益計算書が，正規の原則にしたがう帳簿と一致す
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西ドイツにおいて株式会社に対する法定監査制度の導入は1931年の改正株
式法であり，この時には，取締役，監査役及び株主総会の合意があれば決算
監査を実施しなくともよいとされていた。株式法監査が強制法として全面的
に実施されたのは1937年からのことである。 1937年の株式法は国家的立場が
濃厚に現れている。
株式法監査の対象は，記帳処理の監査，貸借対照表と棚卸表（財産目録）
の監査，損益計算書の監査，営業報告書の監査，といった四つの監査観点が
定められている。決算監査士の職務は，株式法の会計規定が遵守されている
かどうかを監査しなければならない。
会計報告としての営業報告書については，（1）その作成方法とその内容，（2)
年度決算書についてはその内容つまり明瞭生の原則，評価原則等，（3）正規の
簿記の原則等が含まれている。このような監査は決算数字の形式的な適否を
確認する形式監査だけにとどまることなく，正規の簿記の原則によって支え
られている会計の合法性と原則準拠性を確認するいわゆる実質監査を包含し
ているといわれ，これがドイツ監査の伝統であり，特徴であると指摘してい
る（第1章参照）。
このように論じたうえで，高柳教授は，株式法監査の本質を，合法性と原
則準拠性に求め，内容的には，形式監査と実質監査から構成されているもの
とみている。
それでは，このような法定監査は何が契機となっていたかを考察しなけれ
ばならない。当時の主張によると，世界的恐慌の余波をうけて大企業が相次
いで倒産したのが直接要因であったという。さらに，第2次大戦の中で，株
式会社が国家の利益に貢献する方向で理解されるようになり，債権者や株主
を下位におく時代を経る過程において，決算監査士の任務が，取締役の業務
遂行に対する協力者となっていったという。法定監査が内部監査的な性格を
もつのはこのためであると述べている（第1章 参照）ところには強い説得
力を感ずる。
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このように見てくると， ドイツ監査の成立要因は，いくつかの要請を踏ま
えながら発展したといえる。企業ないし会社の倒産による訴訟，取締役と債
権者や株主の利害調整，全体主義による国家利益の擁護等がからみあいなが
らドイツ監査の法制化の道が開かれ，その後も絶え間なく監査が強化されて
きた動向を知ることができるのである。
高柳教授は，序章，第1章，第2章及び第3章にかけて， ドイツ監査の発
展に根差す問題を浮き彫りにしている。第3章では，わが国の公認会計士監
査との比較論を展開しているが，初期のわが国のそれを前提とした展開とな
っているため，現時点からすると，少しく進和感をもった。第3章の末尾に
は，その点の心配もあってのことであろうと思うが，ここでの論述は，商法
特例法以前の比較論である旨の注記がなされている。
3. 機密監査報告書の本質
決算監査の結果を業務執行担当者である取締役に報告することは決算監査
士の義務とされている。監査報告書には年度決算書に添付され外部報告目的
のために利用する公示監査報告書と会社内部の利用目的をもついわゆる機密
監査報告書とがある。この機密監査報告書を提出しなければ監査の終結とは
ならない仕組みになっている。
機密監査報告書は経営に役立つ提案事項が記載されており，監査の指導性
が生かされている。機密監査報告書はドイツ監査の特徴的な存在であり，ア
ングロサクソン諸国と異なる監査形態であり，この点について研究を深める
ことに関心が集中するわけである。
高柳教授は，シュルツ，カロリー，フルッフ，アドラー・デューリング・
シュマルツ等の諸説を丹念にひもときながら機密監査報告書の生成と発展並
びに法制度の狙い等の解明に情熱を投入している。
まずはじめに，機密監査報告書の機能分析を試み，情報機能と免責機能を
挙げて，シュルツ説を基礎に，一般原則として，完全性の原則，真実性の原
則，公平無私の原則，明瞭性の原則といった四つの柱を機軸とした論理を展
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開する（第4章 参照）。そして，機密監査報告書の提出がドイツでは職業
会計士の間で慣習化され，公示監査報告書とが一緒になって，二つの監査報
告書によって正規の貸借対照表監査が完成するものと理解されているとい
う。
機密監査報告書の発展動機の中には， ドイツ帳薄監査士協会の提案活動に
よるところが大であったといわれる。近年においてなお機密監査報告書の存
在が隠められている理由として，高柳教授は，一つには，「監査士の責任の
裏付けとなる」とし，他の一つに「経営者目的に役立つ」といった二元的な
考え方が一貫して流れているからだ，と主張される（第5章参照）。
第2次大戦前には内部監査と外部監査の区分が不明確で，当時の会計監査
は外部監査に頼る傾向にあり，また，株式法監査が経営者にとって批判性機
能よりもむしろ指導性機能の面を，より重視する思想が根強く存在していた
ため，決算監査士を会社機関として経営に協力する立場においたことが機密
監査報告書を存在せしめている，と見る。したがって，機密監査報告書は，
監査調書と内部監査報告書のもつ特性を部分的にそなえたものだといえる，
と高柳教授は自説を主張する（第5章参照）。
機密監査報告書も職業的専門家の意見として取締役に対して重要性をもつ
わけであるが，それが内部的な取扱に止まるため内容・形式については理解
しがたい部分が多いと考えられるが，具体的に述べているところによると，
年度決算書の各項目及び会計処理の適法性についての説明を遥じて，会社の
経済的展開の総休が与えられ，それによって企業活動の弱点・欠陥が指摘さ
れ，その結果，取締役は会計制度や経営の経済性について一層の発展・改善
に対する経営方針を打ちだすことができるようになるし，会社会計につい
て，取締役に客観的理解を与えることができる，という。
いうなれば，決算監査士による経営助言機能が意識された監査といっても
よいであろう。機密監査報告書は取締役を通じて監査役に提出される報告書
である。 1965年株式法には，決算監査士が自己の職務に際し，企業の存立を
危うくするか又はその発展を阻害する恐れのある事実又は取締役の重大な法
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律・定款への遮反事項についてはこれを報告する義務が課せられているが，
これらの事項を機密監症報告書の絶対的記載事項とすることにつき，論争が
展開されている。高柳教授は，裁判所の見解を含め，これについて深く論究
している。
機密監査報告書の内容は多様な要素からなるが，年度決算書との係わりか
ら，原則準拠性と合法性の確認との問題に触れておきたい。年度決算書監査
についての報告は，勘定科目の処理の方法・手続きに関する意見のみではな
く，会社全般にわたる経営状況及び財務状態並びに営業の成果につき多角的
に記載することが求められている。 ドイツの法定監査は財務分析の手法が利
用され，財務の年度比較が重視されているという。つまり，営業成績•財政
状態の長期的傾向を経営者に告知させる目的がある。これがドイツ監査報告
書の特徴であるというように高柳教授は指摘する。反面，経営的観点にたっ
て行われる監査報告は，株式法に規定された機密監査報告書の義務範囲を越
えるもので，会計監査というよりは経営監査又は業務監査の一部に属するも
のと考えられる，として裔柳教授はこれに批判的である（第6章 参照）。
機密監査報告書は一般に公開されるものではないにしても，一般公開され
る公示監査報告書の内容を支えるものとして，その基礎となっている事もあ
って，間接的ではあったにせよ外部の利害関係者の利害調整を保証している
点もあるという見解を紹介しているが，高柳教授の自説は，機密監査報告書
のもつ機能を発生史的にみるならば，それは何よりもまず経営内部的な要請
に基づくところの，会社の執行機関及び監査機関に対する報知にある，とす
る見解をとっている（第6章参照）。
機密監査報告書が法定される中で，最も議論をかもした点の一つに「経営
状況の記載」がある。ルーデビッヒやクールマン等の見解をまじえながら第
7章及び第8章において議論を展開している。経営状況の記載については監
査役との甕係が問題どなる。
決算監査士による株式法監査制度導入は，高柳教授によると，監査役によ
る監督義務の履行への不十分さに対する批判が契機となった。監査役は決算
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監査士から提示された監査結果を信頼するだけでは十分ではなく機密監査報
告書を調査することにより，監査役の経営統制の義務を果たす開係にある
（第7章参照）。
経営状況として記載される内容としては，総括的事項，財産状態，財務状
態，収益状態に関する事項が含まれる。内部資料の性格をもつ機密監査報告
書の内容は，株式法で定められている。監査対象としては，記帳処理，年度
決算書及び営業報告書の会計に関する部分とされながらも実務上では混乱が
あるとみえて， Jレーデビッヒ説，会計監査士協会の見解，裁判判決等議論の
多いところとなった（第8章参照）。
4. 公示監査報告書の本質
任意監査の形態をとりながら発展をみたドイツ監脊は， 19世紀を迎えるこ
ろから一部に公示監査報告書の公表が行われはじめたという。株式法により
作成を強制された年度決算書に監査結果を添付し，これを官報に自由意思の
もとに公示するようになった。これが監査士職業団体の指導による自由意思
に基づく貸借対照表監査である。公示監査報告書の形式と内容を統一する背
景には，監査士の責任範囲を限定する意味があった。
「私は当該貸借対照表及び損益計算書が，正規の原則にしたがう綬簿と一
致していることを認めた（場所・日付・署名）」というものであった（第9
章参照）。
公示監査報告書の監査は，形式監査のみでは不十分とされ，実質監査をあ
わせて行う必要があるとする見解が良心的な職業監査士及び経済界の風潮で
あったと分析している。 ドイツの株式法が公示監査報告書を規定したのは
1930年の株式法第一草案であり，翌年の株式法には，公示監査報告書につい
て，重要な除外事項がない場合には，記帳処理・年度決算書及び営業報告書
が法律規定と一致しているかどうかを記載しなければならない旨を定めたと
いう。雑誌「会計監査士」 (WP)には統一形式の公示監査報告書が掲載され
た。それが英米の一般慣行である「監査意見」という表現を使用すると誤解
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される恐れがあるとしてカロリーが批判している。また＾ペルクは米国のそ
れをすすんで紹介する等，当時の監査論争につき，高柳教授は詳細に検討を
加えている。 1930年代には形式監査と実質監査についての論争や公示監査報
告書の形式の統一問題があって監査の関心が高まったとみられる。
1937年株式法において，法定監査制度が全面的確立をみるに至り，記載要
件を法制することによって監査の質的向上に努めるようになる。高柳教授は
1937年株式法， 1965年株式法等の内容を比較研究され， ドイツ監査をわが国
や米国と比較してみた場合に，その差異点となるのは， ドイツの公示監査報
告書が，単なる主観的な決算監査士の監査結果に対する意見の表明を行う手
段であると考えられるよりは，むしろ，会計報告に関する原則準拠性及ぴ合
法性の遵守についての証明の手段である，と考えている。そして，西ドイツ
の公示監査報告書が，範囲区分よりも，意見区分を重要視しているところに
着眼して，全世界にさきがけてきわめて理想的且つ簡潔な形態のものとなっ
ているといえる，と結論づけている（第9章参照）。
この辺たりの論考を読むとドイツがいかにも順法精神の高い国であるよう
に理解できるのであるが，近年， EC第4号指令に基づいて，貸借対照表等
が当該会社の状態について「真実かつ公正な概観」を示すかどうかに対して
意見を表明する形態に変化してきている事情を，高柳教授が，どのように説
明されるか，一つの関心事といってよいであろう。
公示監査報告書には，その内容によって，無限定公示監査報告書，限定付
公示監査報告書，確認拒絶証明書の形態がとられる。監査責任を明確にし，
読者の誤解を招かぬためにはどのような監査報告が望ましいか，については
監査士の判断によって決められる。とくに，会計が原則準拠性及ぴ合法性の
遵守において重大な遣反を示し，全体としての確隠を拒絶しなければならな
いときには公示監査報告書を付与することなく確隠拒絶証明書を作成して公
布する（第10章 参照）。取締役から登記裁判所の方へ鷹接提出されるので，
厳密には公示監査報告書とは区別される性格をもった情報伝達手法とも考え
られる。貸借対照表又は損益計算書の項目分類に瑕疵があり，そのために会
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計が不分明となっている場合，すなわち，会計上の明瞭性原則が著しく阻害
されている場合には，ほとんどが限定となるもので，拒絶となることはめっ
たにない，といわれる。高柳教授のみるところによれば，確駆の例はあまり
みられないと記している（第11章参照）。
5. 決算監査士の属性
高柳教授が本書を編纂するに当たり旧著「監査報告書論」に追加された部
分の中には，第13章「決算監査士と監査役」，第14章「会計監査士の社会的
責任」，それに補章「監査の概念」がある。いずれの章についても，決算監
査士の属性に関する論考とみられるので，一括して論評することにしたい。
株式会社の監査は，取締役を監督する機関として生成し発展してきたが，
ドイツでは監査役会との関わりにおいて決算監査士が存在する。高柳教授
は，これら二つの機関につき，主としてフライリンクの主張にしたがって論
述をすすめ，監査役を内部監督階級，決算監査士を外部監督階級として位置
づけている。決算監査士は，独立性への要請，被監査企業との間の一定の距
離の保持，会計規定遵守についての「妥協なき」態度が厳然としてもとめら
れるのが外部監督であるとする。決算監査士は会社側と協動しないのが法の
精神であり，取締役の決算書作成の意思決定にまきこまれてはならないとす
るいわゆる「過程独立性」が要求される，という（第13章参照）。
監査役は，決算監査士の実施した監査の結果を受領して，これに対して意
見を述べることとされている。この点，わが国の商法並びに商法特例法に定
められる監査役と会計監査人の関係に類似したものがある。いずれにして
も， ドイツ監査の属性は，助言指導といった機能が根強い。会計の専門的能
力を必要とする決算監査のため監査役の監査のほかに決算監査士の監査によ
って制度的補強を試みたものと思われる。しかしながら，決算監査士から限
定ないし拒絶の監査報告書が提出されたとしても，監査役が決算書を承駆す
れば年度決算書は確定されたことになる，という法律関係からみても，監査
役の権限の強さがうかがわれる。
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高柳教授は，決算監査士と監査役の関係に関して，両者は，その監督過程
において，重点の置きどころの遂う監督範囲をもちながら，相互に補完関係
にあるとし，企業全体の立場からすれば，総括的な監督機能を均衡的に完結
させている，とする結論に達している。決算監査士としての株式法監査を担
う会計監査士の業務には，一般に，監査業務，助言業務，信託業務がある。
社会的な職業として行われている限り，独立性，公正不偏性及び守秘義務と
いった職業規則にしたがわなくてはならない等，会計監査士の社会的責任論
にいてボウギンの説を紹介しながらドイツの社会監査・未来情報監査への展
望を論述している（第14章参照）。
補章にあっては，監査，監督， コントロール等，監査をめぐる・周辺概念に
ついての考察がなされている。ロイトルスペルガー，ゲルストナー，チンマ
ーマン，イサーク等の諸説の研究成果が掲載されている。また，本書の付録
には，西ドイツの「1965年株式法における監査規定」， 1977年の「正規の決
算監査の原則」， 1961年の「会計監査法」が掲載されている。
6. 結
?
ドイツの監査研究に取り組んで30年余りの年月をただこの道一筋に生きて
きた高柳教授の姿を努蒻させる書物であるだけに，内容には充実感があり，
説得的である。
西ドイツの経済社会は目下のところ EC統一市場の形成に向けて動きつ
つあり，伝統的監査の理念が変革を迫られている。現に1985年には EC指
令を受けて会計法が成立し決算監査士の監査理論や制度に関して，新時代を
体験しつつある。
このような状況のなかで，高柳教授は，「西ドイツ監査制度における新し
い時代を迎えるかもしれない幕開けの前に，おおむね1980年代初期までに現
れたドイツの研究者の見解の中から，ふさわしいものをひろいあげて拙論を
展開した」というように本書のまえがきに記されているし，旧著「監査報告
書論」（昭和42年）にいくつかの章を加筆してこの書物を出版したのである。
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したがって，本書は，監査新時代に直面するドイツ監査論に一つの区切りを
つけるための意味をもつ内容から構成されているとみられる。
高柳教授が，この研究書を出版することによって，「一つの旧時代への訣
別の辞としたい」と，まえがきのところに書かれた文言は，時代の変革を機
敏に意識し，いままでの地道な研究結果を集大成することの意義を自覚して
のことと推察される。
ドイツ監査の発展を追う過程で，関係する文献を渉猟し， ドイツの監査の
潮流とその底流に渚む原理•原則の抽出に努められた点を評価したいのであ
る。自由意思に基づく監査から強制監査へと変遷する過程を監査報告書との
係わりにおいて深く研究し，機密監査報告書と公示監査報告書の本質を論究
している。これに関連して，会計監査士，監査概念，決算監査士，強制監査
制度，株式法や判例の監査問題等， ドイツ監査の基本課題を手堅い文章によ
って綴っていく。書物の中ほどまで読んでいるうちに，この書物は，わが国
において， ドイツの監査研究に関する空白部分を埋め合わす役割を果たすも
のと確信するようになった，というのが私の偽らざる心境である。それだけ
に，貴重な研究成果であるといわなければならない。
英米の現代監査論の研究とのからみからすると，監査人の独立性・正当の
注意，内部統制，準拠テスト，実質テスト，試査，証拠の収集と評定，監査
意見の形成と表明等を論究するのが主な課題とされている。 ドイツではこの
辺たりの研究成果はどのようになっているのか，本書を読むかぎり，はっき
りしていないので，いつかの機会に教示願いたい。
また，監査の本質を指導性に求めるドイツの監査慣行が，・国際化の進む中
で，批判性との論理の調和をどのようにして見出していくのか，ということ
も今後の研究課罠となるであろう。
法定色彩の濃厚なドイツ監査は法の制約に強く影善されているようだが，
監査はもともとソフトなものであって，監査人の専門的判断による部分が多
いだけに，法の制約から脱却した自由性をいかに確保するか，という点にも
ドイツ監査のもつ課題があろうか，と考えるのである。 以 上
